
 

 

国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 特 定 有 期 雇 用 教 職 員 就 業 規 則 等 新 旧 対 照 表 

改   正   前 改   正   後 

国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就

業規則 

（平成１８年達示第２１号） 

  

（前 略） 
（契約期間） 

第１９条 特定専門業務職員の契約期間は、５年以
内とし、通算５年の期間を限度として、更新する
ことができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、総長の認める特定のプ
ログラム、プロジェクト等により雇用される特定
専門業務職員の契約期間は、当該プログラム、プ
ロジェクト等の継続する期間以内とすることがで
きる。この場合において、当該契約期間は、これ
を更新しない。 

 
 
 
 
 
 
 
３ 第１項及び前項の規定にかかわらず、大学が特に
必要と認めた場合は、同項に定める期間を超えて
更新することができる。 

４ 第１項又は前項の規定により更新された契約期
間の満了後に労働契約を更新しない場合の通知及
び更新しない理由の証明書については、第５条第
２項及び第３項の規定を準用する。 

 （中 略） 
（契約期間） 

第２３条 特定職員の契約期間は、５年以内とし、
通算５年の期間を限度として、更新することがで
きる。 

２ 前項の規定にかかわらず、総長の認める特定のプ
ログラム、プロジェクト等により雇用される特定
職員の契約期間は、当該プログラム、プロジェク
ト等の継続する期間以内とすることができる。こ
の場合において、当該契約期間は、これを更新し
ない。 

 
 
 
 
３ 前項の規定にかかわらず、トップレベル拠点プロ
グラム又は最先端プログラムにより雇用される特
定職員の契約期間は、当該プログラムの継続する
期間以内とし、当該期間を限度として、更新する
ことができる。 

４ 前各項の規定にかかわらず、大学が特に必要と

 

 

 

 

 
（契約期間） 

第１９条  
 
 
２ 
         （同 左） 
 
 
 
  
３ 前２項の規定にかかわらず、研究開発システム
の改革の推進等による研究開発能力の強化及び研
究開発等の効率的推進等に関する法律（平成２０
年法律第６３号。以下「研究開発力強化法」とい
う。）第１５条の２第１項第１号又は第２号に該
当する場合の契約期間は、通算１０年の期間を限
度として、１回に限り更新することができる。 

４ 前３項の規定にかかわらず、大学が特に必要と
認めた場合は、同項に定める期間を超えて更新す
ることができる。 

５ 第１項、第３項又は前項の規定により更新され
た契約期間の満了後に労働契約を更新しない場合
の通知及び更新しない理由の証明書については、
第５条第２項及び第３項の規定を準用する。 

 
（契約期間） 

第２３条  
 
 
２  
        （同 左） 
 
 
 
 
３ 前２項の規定にかかわらず、研究開発力強化法
第１５条の２第１項第１号又は第２号に該当する
場合の契約期間は、通算１０年の期間を限度とし
て、１回に限り更新することができる。 

４ 前２項の規定にかかわらず、トップレベル拠点
プログラム又は最先端プログラムにより雇用され
る特定職員の契約期間は、当該プログラムの継続
する期間以内とし、当該期間を限度として、更新
することができる。 

５ （同 左） 



 

 

改   正   前 改   正   後 

認めた場合は、同項に定める期間を超えて更新す
ることができる。 

５ 第１項、第３項又は前項の規定により更新された
契約期間の満了後に労働契約を更新しない場合の
通知及び更新しない理由の証明書については、第
５条第２項及び第３項の規定を準用する。 

 （中 略） 

（契約期間） 
第２７条 特定研究員の契約期間は、５年（プログ
ラム、プロジェクト等により雇用される場合にあ
っては、当該プログラム、プロジェクト等の継続
する期間。以下この項において同じ。）以内とし、
通算５年の期間を限度として、更新することがで
きる。 

２ 前項の規定にかかわらず、プログラム、プロジェ
クト等により雇用される特定研究員の契約期間
は、当該プログラム、プロジェクト等の継続する
期間以内とし、当該期間を限度として、これを更
新することができる。 

３ 第１項の規定により更新された契約期間の満了
後に労働契約を更新しない場合の通知及び更新し
ない理由の証明書については、第５条第２項及び
第３項の規定を準用する。 

 （後 略） 

 

国立大学法人京都大学有期雇用教職員就業規

則 

（平成１６年達示第７２号） 

 

（前 略） 

（契約期間及び更新） 

第４条  有期雇用教職員の契約期間は、一の事業年

度以内とする。 

２ 契約期間は、これを更新することがある。ただ

し、有期雇用教職員として雇用される期間が、通

算５年を超えないものとする。 

 

３ 前項ただし書の規定にかかわらず、別表第２及

び別表第３のその他の事項欄において、特段の定

めがある場合は、この限りでない。 

４ 契約期間の満了後において当該契約期間を更新

することがある場合には、当該労働契約の締結時

に更新の可能性及び判断基準を通知するものとす

る。 
５ 別表第１、別表第２及び別表第３の雇用年齢上
限欄に定める年齢(大学が特に認めた場合に定め
る年齢を含む。)に達した有期雇用教職員の契約の
更新は、当該年齢に達する日の属する事業年度の
末日までに限り行い、翌事業年度以降は、契約を
更新しない。 

 
 
６ 第１項又は第３項から前項までの規定により更
新された契約期間の満了後に労働契約を更新しな
い場合の通知及び更新しない理由の証明書につい
ては、第５条第２項及び第３項の規定を準用する。 

 

（契約期間） 
第２７条 特定研究員の契約期間は、１０年以内と
し、通算１０年の期間を限度として、更新するこ
とができる。 

 
 
 
２  
 
 
 
       （同 左） 
３  
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

（契約期間及び更新） 

第４条  有期雇用教職員の契約期間は、一の事業年

度以内とする。 

２ 契約期間は、これを更新することがある。ただ

し、有期雇用教職員として雇用される期間が、通

算５年（研究員については１０年）を超えないも

のとする。 

３  

 

 

４ 

 

 

      （同 左） 
５  

 

 

 

 



 

 

改   正   前 改   正   後 

 （後 略） 

 

国立大学法人京都大学時間雇用教職員就業規

則 

（平成１６年達示第７３号） 

 

 （前 略） 

（契約期間及び更新） 

第４条 時間雇用教職員の契約期間は、一の事業年

度以内とする。 

２ 契約期間はこれを更新することがある。ただし、

時間雇用教職員として雇用される期間が、通算５

年を超えないものとする。 

 

３ 前項のただし書の規定にかかわらず、別表第２

及び別表第３のその他の事項欄において、特段の

定めがある場合は、この限りでない。 

４ 契約期間の満了後において当該労働契約を更新

することがある場合には、当該労働契約の締結時

に更新の可能性及び判断基準を通知するものとす

る。 

５ 別表第１、別表第２及び別表第３の雇用年齢上

限欄に定める年齢(大学が特に認めた場合に定め

る年齢を含む。)に達した時間雇用教職員の契約の

更新は、当該年齢に達する日の属する事業年度の

末日までに限り行い、翌事業年度以降は、契約を

更新しない。 

 （後 略） 

 

 

 

 

 

 

 

（契約期間及び更新） 

第４条 時間雇用教職員の契約期間は、一の事業年

度以内とする。 

２ 契約期間はこれを更新することがある。ただし、

時間雇用教職員として雇用される期間が、通算５

年（研究員については１０年）を超えないものと

する。 

３  

 

 

４  

 

 

       （同 左） 

５  

 

 

 

 

 

 

   附則 

 この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

 

 


